
令和７年３月７日現在

番号 回　　　　答　

1

申請書類の記載内容は外部に出せる範囲のもので結
構ですが、外部評価委員会において必要と考えられ
るものが不足している場合、提出を求める場合があ
ります。

2
現時点では、計画はありませんが、今後、検討する
可能性があります。

3
現時点では、計画はありませんが、今後、検討する
可能性があります。

4

原則として自主事業の掲載はできませんが、県との
共催事業や指定管理業務については掲載できる可能
性があります。
ただし、掲載にあたっては掲載要件があります。

5

本施設ではＱＲコードのステッカー等での導入を想
定しており、キャッシュレス決済に係る手数料も指
定管理料の積算に含んでいます。
端末導入の県の助成金や支援金制度はございません
が、上記以外の方法での導入を妨げるものではあり
ません。

6

「施設管理の継続的な運営に必要と認めたもの」と
は、施設運営に必要で、比較的長期間にわたって、
その性質又は形状を変えることなく使用に耐えうる
ものを想定しています。
本施設で無償提供を受けた備品はありません。他施
設については、把握しておりません。

また、現在、備品リストに記載されている大型機
械・機器の更新予定の計画はありません。
ただし、機器の老朽化等の状況により今後、検討す
る可能性があります。

7

①指定管理者の指定議案と同時に債務負担行為を設
定しますが、指定管理料は、提案された金額に基づ
き各年度毎に予算調整を行い、県議会における予算
の議決を経て年度協定書において確定しますので、
提案額が必ずしも保障されるものではありません。

②そのような施設の事例はありません。

キャッシュレス決済の推進について

現在、神奈川県でキャッシュレス化の推進
に向けた取り組みとして、導入に向けての
助成金や推進を支援するための支援金制度
などが行われているようであれば、それら
を活用しながら積極的な導入を検討したい
と考えております。キャッシュレス化に向
け、現在神奈川県で利用可能な助成金制度
や支援金制度がありましたら、具体的にご
教授ください。

指定管理業務に伴う経費

備品について、「施設管理の継続的な運営
に必要と認めたもの」とは具体的にどのよ
うな備品を指し示すものなのか、もしくは
他の指定管理施設において、県が「施設権
利の継続的な運営に必要と認め、指定管理
者が県に無償提供することとなった備品」
につきまして、どのようなものがあります
か？
　また、備品の更新について、現在、備品
リストに記載されている大型機械・機器の
更新予定は計画されているでしょうか？

提案額について

「県は提案された指定管理料を基に債務負
担行為を設定しますが、指定管理料は、提
案された金額に基づき予算調整を行い、県
議会における予算の書運の議決を経て、年
度協定書において確定しますので、提案額
が必ずしも保障されるものではありませ
ん」とあります。
① 指定管理の指定の公示以降、基本協
定・年度協定の締結の中で、事業計画書に
基づいた提案額が下回ることがあることを
意味しているのでしょうか？また、逆に上
回ることはないでしょうか？
② これまでに神奈川県の指定管理施設に
おいて、指定管理の指定の公示以降に、事
業計画書の提案額が保証されず、提案額を
下回る指定管理料で指定管理業務を行うよ
うな施設はあったのでしょうか？

神奈川県立21世紀の森の指定管理者募集に係る質問と回答

今後、施設内の設備について、増設又は撤
去する計画がありますか？

申請書類の法人等に関する書類の令和8年
度の事業計画書及び収支予算書について

個人情報と企業内機密情報は黒く塗りつぶ
す形で提出してもよろしいでしょうか？

太陽光発電システム等に関する自然エネル
ギー設置計画はありますか？

質　問　事　項

県民利用の促進に伴う広報について、県の
たよりへの掲載については協力できないで
しょうか？



令和７年３月７日現在

番号 回　　　　答　

神奈川県立21世紀の森の指定管理者募集に係る質問と回答

質　問　事　項

8

「物価・金利変動」のリスクは、原則として指定管
理者が負担することになりますが、例外として県と
の協議により指定管理料の変更が認められる場合が
あります。

（参考）
県と指定管理者との間で締結している基本協定書に
おいて、物価変動に起因して増加費用が発生した場
合には、特段の理由がない限り、指定管理者が負担
することとしていますが、基本協定締結時には想定
しえなかった物価高騰により、適切な管理運営に支
障を来す懸念があるときは、特段の理由が生じたも
のとして、県との協議対象として扱う場合が考えら
れます。

9

物価水準の大幅な変動に伴う施設管理における外注
先からの単価引き上げや、契約の見直し等について
も、県との協議により指定管理料の変更が認められ
る場合があります。

10

県の人件費の積算にあたっては最低賃金額ではな
く、全国統計の結果を参考としています。
また、「物価・金利変動」のリスクと同様に、原則
として指定管理者が負担することになりますが、例
外として県との協議により指定管理料の変更が認め
られる場合があります。
（協議対象として扱う場合等については、番号８と
同様）

11
県と指定管理者との協議の結果を踏まえ、県が判断
します。

12

「物価・金利変動」のリスクと同様に、原則として
指定管理者が負担することになりますが、例外とし
て県との協議により指定管理料の変更が認められる
場合があります。
（協議対象として扱う場合等については、番号８と
同様）

各リスクの内容部分に「合理性が認められ
る範囲」とありますが、これは誰がその範
囲を判断するのでしょうか？県と指定管理
者が協議の上、その範囲を決定するので
しょうか？

職員の定例的な昇給はパートタイマーの最
低賃金引き上げに対する補填はあります
か？

物価水準の大幅な変動について

「指定管理料の積算に影響を及ぼす指定管
理業務の変更又は法令・制度改正、物価水
準の大幅な変動があった場合は、県と指定
管理者との協議により、必要に応じて、指
定管理料の額を変更します」とあります。
一方で、【１２ 県と指定管理者のリスク
分担】においては「物価・金利変動」にお
いては、そのリスクの負担は「指定管理
者」の分担とされております。このことを
理解するにあたり、指定管理料の変更の必
要を認めていただくことのできる物価水準
の高騰と、指定管理者側がリスクを負わな
ければならない物価変動・金利変動と、物
価の変動に応じて県との協議により指定管
理料の変更が認められるものと、認められ
ないものとがあるという理解でよろしいで
しょうか？
また具体的には、指定管理料の変動が認め
られる物価水準の高騰と、指定管理者側で
リスクを負わなければならない物価・金利
変動との違いはどのようなものなのでしょ
うか？

21世紀の場合は原材料の仕入れ等が少ない
ので、物価水準の大幅な変動とは、具体的
に、施設管理における外注先からの単価引
き上げや、契約の見直し等は該当するので
しょうか？

県と指定管理者とのリスク分担

人件費の高騰については、ここ近年の最低
雇用賃金の上昇が大きくかかわってくるも
のであり、厚生労働省のホームページにお
いても「最低賃金制度とは、最低賃金法に
基づき国が賃金の最低限度を定め、使用者
は、その最低賃金額以上の賃金を支払わな
ければならないとする制度」と記されてい
ます。今後、最低雇用賃金については、全
国平均1,500円の場合、神奈川県は1,700円
が想定されるとも言われていますが、次期
指定管理期間中の人件費の算出に当たって
は、現在の最低雇用賃金法に基づく算出方
法でしか金額を設定できないと思われま
す。よって、今後の賃金上昇分について
は、現時点の「制度等変更」の一覧にも記
されている、「法令改正や制度改正などに
より発生した損害・損失や費用などの負
担」という一文、さらには「合理性が認め
られる範囲」というカッコ書き部分に基づ
き、賃金上昇率に基づいた県からの負担を
いただくことができるという理解でよろし
いでしょうか？
また、理解が異なる場合には、国の最低賃
金制度に基づきどのような形で増額分の費
用負担をしていただくことができるでしょ
うか？



令和７年３月７日現在

番号 回　　　　答　

神奈川県立21世紀の森の指定管理者募集に係る質問と回答

質　問　事　項

13

現時点では計画はありません。
また、大規模な災害への対応により、指定管理者に
損害・損失や費用負担が発生した場合には、県との
協議により損害・損失や増加費用の全額または一部
を県が負担します。

14
地震、津波、噴火、落雷、暴風雨、洪水、異常気
象、土砂崩壊等を想定しています。

15

命名権料は庁内で最低価格を調整した後、公募での
提案額により決定するため、現時点での見込み額は
回答できません。命名権料については全額でなく、
一定割合が施設整備等に充てられます。
また、名称変更による収支への影響をお示しするの
は困難ですが、それにより指定管理料が変更される
ものではありません。
なお、指定管理期間中にネーミングライツパート
ナー制度を導入する場合は、指定管理者の同意を得
ることとしています。

16

著作権の扱いについては、各施設毎の募集要項等に
従うことになります。
本施設においては、指定管理者が変更になった場合
にも継続性をもって施設運営ができるよう募集要項
のとおりの内容としています。

大規模な災害等への対応

大規模な災害等の発生やそのおそれがある
場合、県又は市などに協力してください、
とあります。そのような要請に対応すべ
く、今後、県として県立21世紀の森に対し
て、自然災害等に備えて備蓄される予定の
食料や資材の計画がありましたら教えてく
ださい。また、災害時における支援体制に
ついてはどのようになっていますか？特に
災害時の費用負担の可能性等はあります
か？

災害とは、具体的にどんな災害か、台風、
地震、大雨、大雪、富士山爆発等をお示し
ください。

ネーミングライツにパートナー制度

２１世紀の森でもネーミングライツへの可
能性があるということですが、ネーミング
ライツの導入に伴い支払われる金額は、ど
の程度の金額となり、それらは全て県立２
１世紀の森の運営や整備などに反映される
ために使われるという理解でしょうか？
また、すでにネーミングライツを実施して
いる指定管理施設では名称変更に伴い、年
間の収支にどの程度の影響が出ているので
しょうか？

著作権について

「指定管理者が本施設の管理業務のために
作成したキャッチコピー・パンフレット・
リーフレット・ホームページ、調査報告書
などの著作権の権利は、全て県に帰属する
ものとします」となっております。
現状、県内の指定管理施設のホームページ
を確認する中では、その施設を管理する指
定管理者が著作権を有しているような表記
をとっているようにも思われますが、今
回、「著作権の権利は全て県に帰属する」
となっているのはどのような理由からなの
でしょうか？


